
商 号 等 ：アセットマネジメントOne株式会社

金融商品取引業者関東財務局長（金商）第324号

加入協会 : 一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

03/03 08/03 13/03 18/03 23/03

1

情報提供資料
2023年3月22日

※巻末の投資信託に係るリスクと費用およびご注意事項を必ずお読みください。

※上記は過去の情報および作成時点での見解であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

 サブプライムローン問題に伴う下落局面と2022年以降の弱気相場を比較すると、高値から200営

業日ごろまで下落率は同程度。米銀破たんで警戒感が広がっているが状況が異なるか。

 堅調な米経済が米銀や米国株式市場を下支えする可能性があると考えられる。短期的には下落が

拡大する可能性があるものの、リーマン・ショック時ほどの下落にはならないと考えられる。

高値から200営業日ごろまで下落率は同程度

図表2 S&P500種指数の推移

※期間：2003年3月21日～2023年3月21日（日次）
※リセッション局面は全米経済研究所（NBER）によるもの

S&P500種指数は2022年1月3日に最高値を付けま

したが、その後は調整局面が続き2022年6月には高

値から20%以上下落して弱気相場入りとなりました。

以降、足もとまで不安定な動きが続いています。サ

ブプライムローン問題に伴う下落と今回の下落にお

ける同指数の値動きと比較すると、高値から200営

業日ごろまで両者の下落率は同程度でした。2008年

当時はこの後リーマン・ショックが発生し、同指数

は急落しました。足もとは米シリコンバレー銀行を

始めとする複数の米銀の破たんにより市場に警戒感

が広がっています。

堅調な米経済が株式市場を下支えするか

リセッション
局面

（営業日）

サブプライムローン問題に伴う下落では、2008年

1月以降米国経済はリセッション（景気後退）に陥

りましたが、今回は雇用と消費を中心に米国経済が

堅調であることが米国株式市場を下支えする可能性

があると考えられます。今後は米地銀の信用不安な

どから短期的には下落が拡大する可能性があります

が、リーマン・ショック時ほどの大きな下落にはな

らないと考えられます。

※S&P500種指数の高値を100として指数化
※期間：サブプライムローン問題は2007年10月9日～2009年3

月9日（日次）、今回は2022年1月3日～2023年3月13
日（日次）。

リーマン・
ショック

（年/月）

図表1 サブプライムローン問題との比較

出所：ブルームバーグのデータをもとにアセットマネジメント
One作成

サブプライムローン
問題 今回コロナ・ショック

堅調な米経済が米銀や米国株を下支えするか

リーマン・ショック時は大手行が多く保有してい

た、低格付けのMBS（住宅ローン担保証券）の価格

が急落し、不良債権化したことで市場への影響が大

きくなりました。

一方、今回破たんした米銀はテクノロジー企業と

の取引の割合が高く、足もとの金利上昇で価格が下

落した債券を多く保有するなど特殊なビジネスモデ

ルだったと言えます。また、当局が金融システムへ

の悪影響を抑えるために早急に預金者保護の措置を

取った点も当時とは状況が異なると考えられます。

足もとの米銀破たんは2008年とは状況が異なるか
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 投資信託に係るリスクについて
投資信託は、株式、債券および不動産投資信託証券（リート）などの値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リ
スクもあります。）に投資をしますので、市場環境、組入有価証券の発行者に係る信用状況等の変化により基準価額は変動
します。このため、投資者のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投
資元本を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。また、投資信託は
預貯金とは異なります。

 投資信託に係る費用について

[ご投資いただくお客さまには以下の費用をご負担いただきます。]
 お客さまが直接的に負担する費用

購入時手数料：上限3.85％（税込）
換金時手数料：換金の価額の水準等により変動する場合があるため、あらかじめ上限の料率等を示すことができません。
信託財産留保額：上限0.5％

 お客さまが信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用（信託報酬）：上限 年率2.09％（税込）

※上記は基本的な料率の状況を示したものであり、成功報酬制を採用するファンドについては、成功報酬額の加算によっ
てご負担いただく費用が上記の上限を超過する場合があります。成功報酬額は基準価額の水準等により変動するため、
あらかじめ上限の額等を示すことができません。

その他費用・手数料：上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用があります。投資信託説明書（交付目論見書）
等でご確認ください。その他費用・手数料については定期的に見直されるものや売買条件等によ
り異なるため、あらかじめ当該費用（上限額等を含む）を表示することはできません。

※ 手数料等の合計額については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することはできません。

※ 上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。
費用の料率につきましては、アセットマネジメントOne株式会社が運用するすべての投資信託のうち、徴収するそれぞれの
費用における最高の料率を記載しております。

※ 投資信託は、個別の投資信託ごとに投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国が異なることから、リスクの内
容や性質、費用が異なります。投資信託をお申し込みの際は、販売会社から投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめ、
または同時にお渡ししますので、必ずお受け取りになり、内容をよくお読みいただきご確認のうえ、お客さまご自身が投資
に関してご判断ください。

※ 税法が改正された場合等には、税込手数料等が変更となることがあります。

【投資信託に係るリスクと費用】

投資信託に係るリスクと費用およびご注意事項

【ご注意事項】

 当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成したものです。

 当資料は、情報提供を目的とするものであり、投資家に対する投資勧誘を目的とするものではありません。

 当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が信頼できると判断したデータにより作成しておりますが、その内容の完

全性、正確性について、同社が保証するものではありません。また掲載データは過去の実績であり、将来の運用成果を保

証するものではありません。

 当資料における内容は作成時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。

 投資信託は、

1. 預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。加

えて、証券会社を通して購入していない場合には投資者保護基金の対象にもなりません。

2. 購入金額について元本保証および利回り保証のいずれもありません。

3. 投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありますが、これによる損失は購入者が負担することとなり

ます。

【指数の著作権等】

• S&P500種指数は、S&Pダウ・ジョーンズ・インデックスLLCまたはその関連会社の商品であり、これを利用するライセンスが委託会
社に付与されています。S&Pダウ・ジョーンズ・インデックスLLC、ダウ・ジョーンズ・トレードマーク・ホールディングズLLCまた
はその関連会社は、いかなる指数の資産クラスまたは市場セクターを正確に代表する能力に関して、明示または黙示を問わずいかなる
表明または保証もしません。また、S&P500種指数のいかなる過誤、遺漏、または中断に対しても一切責任を負いません。



このページは、販売会社である SBI 新生銀行によるご留意事項となります。 

【投資信託一般について】 
●投資信託は、預金ではなく、元本保証および利回り保証のいずれもありません。 

●投資信託は預金保険制度の対象ではありません。当行で販売する投資信託は、SBI 証券またはマネッ

クス証券（以下、SBI証券とマネックス証券を合わせて、または文脈によりいずれかを指して「委託金融商品

取引業者」ということがあります）の証券総合口座（マネックス証券では「証券総合取引口座」と呼びますが、

本書では各委託金融商品取引業者の口座をいずれも「証券総合口座」といいます）でのお買付けとなり、

投資者保護基金の対象となります。 

●投資信託は主に国内外の有価証券に投資しますので、組み入れられた株式・債券等の価格が、金利の

変動や、外国為替相場の変動、その発行者に係る信用状況の変化、国内外の政治経済状況の変化な

どで変動し、基準価額（外国籍投資信託の場合は純資産価格）が下落することにより、投資元本を割り込

むことがあります。 

●外貨建て投資信託の場合、外貨建てでは投資元本を割り込んでいない場合でも、為替変動により円換

算ベースでは投資元本を割り込むことがあります。 

●過去の運用実績は、将来の運用成果を約束するものではなく、運用の利益および損失はすべて投資信

託をご購入いただいたお客さまに帰属します。 

●投資信託にはお客さまに直接、または間接的にご負担いただく手数料や費用があります（以下、お客さ

まにご負担いただく手数料等の例を示します）。お客さまの選択された委託金融商品取引業者、当該業者

所定の取引コース、購入されたファンド、購入金額、運用状況およびお客さまがファンドを保有する期間等

によって、手数料や費用が異なる場合があるため事前に料率、上限額等を示すことができません。手数料

や費用については目論見書（目論見書補完書面）や当行および委託金融商品取引業者のウェブサイトを

ご確認ください。なお、お客さまが委託金融商品取引業者等に対して支払った手数料・費用の一部を SBI

新生銀行が報酬として得ることがあります。 

 

〇お申込時…金融商品仲介取引における申込手数料は当行店頭でお申込みいただいても、インターネ

ット経由でお申込みいただいても無料です。ただし、一部ファンドはお申込時に信託財産留保額の支払

いを要することがあります。また、「SBI 新生銀行マネープラザ」でお申込みいただく場合は SBI 証券に

対して申込手数料をお支払いいただく場合があります。詳しくは SBI 証券のウェブサイトでご確認くださ

い。 

〇運用期間中…運用管理費用（信託報酬・管理報酬）が日々信託財産から差し引かれます。また、その

他保有期間中に監査報酬が、有価証券売買時に売買委託手数料・組み入れ資産の保管費用等が信

託財産から差し引かれます。 

〇換金時…信託財産留保額・換金手数料の支払いを要するファンドがあります。 

 

 

SBI証券とのお取引に係る手数料・費用、およびご留意点については、下記をご確認ください。 

（手数料） 

https://www.sbisec.co.jp/ETGate/?_ControlID=WPLETmgR001Control&_DataStoreID=DSWPLETmgR001

Control&burl=search_home&cat1=home&cat2=price&dir=price%2F&file=home_price.html&getFlg=on 

https://www.sbisec.co.jp/ETGate/?_ControlID=WPLETmgR001Control&_DataStoreID=DSWPLETmgR001Control&burl=search_home&cat1=home&cat2=price&dir=price%2F&file=home_price.html&getFlg=on
https://www.sbisec.co.jp/ETGate/?_ControlID=WPLETmgR001Control&_DataStoreID=DSWPLETmgR001Control&burl=search_home&cat1=home&cat2=price&dir=price%2F&file=home_price.html&getFlg=on


 

 

（SBI新生銀行マネープラザでお取引される場合の手数料は下記をご確認ください） 

https://www.sbisec.co.jp/ETGate/WPLETmgR001Control?OutSide=on&getFlg=on&burl=search_home&c

at1=home&cat2=price&dir=price&file=home_price_plan_a.html 

 

 

（ご留意点） 

https://search.sbisec.co.jp/v2/popwin/info/home/pop6040_torihikihou.html 

 

 

マネックス証券とのお取引に係る手数料・費用、およびご留意点については、下記をご確認ください。 

https://info.monex.co.jp/policy/risk/index.html 

 

https://www.sbisec.co.jp/ETGate/WPLETmgR001Control?OutSide=on&getFlg=on&burl=search_home&cat1=home&cat2=price&dir=price&file=home_price_plan_a.html
https://www.sbisec.co.jp/ETGate/WPLETmgR001Control?OutSide=on&getFlg=on&burl=search_home&cat1=home&cat2=price&dir=price&file=home_price_plan_a.html
https://search.sbisec.co.jp/v2/popwin/info/home/pop6040_torihikihou.html
https://info.monex.co.jp/policy/risk/index.html


●投資信託のご購入・換金にあたって円貨から外貨または外貨から円貨へ交換する場合には、上記手数

料・費用のほか、当行またはお客さまが選択された委託金融商品取引業者の定める為替手数料がかか

ります。 

●投資信託の換金（解約・買取）については、ファンドによってクローズド期間が設定されているものや特定

日にしか換金の申込みができないものがあるほか、換金までに相当の期間がかかることがあります。 

●投資信託をお申込みの際には、あらかじめ最新の目論見書および目論見書補完書面の内容を必ずご

確認のうえ、お客さまご自身でご判断ください。 

●目論見書および目論見書補完書面は、当行の店頭で入手いただけます。ただし、インターネット経由で

お申込みいただく場合はお客さまが選択された委託金融商品取引業者のウェブサイトにてご確認くださ

い。 

●投資信託の設定・運用は投資信託委託会社（外国籍投資信託の場合は管理会社）、信託財産の管理等

は信託銀行が行います。 

●当行は SBI 証券またはマネックス証券の委託を受け金融商品仲介を行うものであり、当行が取り扱う投

資信託についていただいたお客さまのお申込みは、お客さまが選択された委託金融商品取引業者に取

り次ぎを行います。お取引にあたっては SBI証券またはマネックス証券の証券総合口座の開設が必要に

なり、口座開設後の投資信託にかかるお取引については、お客さまと委託金融商品取引業者とのお取

引になります。なお SBI 証券またはマネックス証券の商品であっても、当行が取扱いしていないファンド

があります。 

お客さまの個人情報や取引関係情報は、お客さまが選択された委託金融商品取引業者と当行で共有し

ます。なお当該情報については当行および SBI 証券、または当行およびマネックス証券のそれぞれにお

ける個人情報の利用目的の範囲内で利用いたします。 

当行において金融商品仲介でのお取引をされるか否かが、お客さまと当行との融資等他のお取引に影

響を与えることはありません。また、当行での融資等のお取引内容が金融商品仲介でのお取引に影響

を与えることはありません。 

 

＜委託金融商品取引業者について＞ 

商号：株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 44 号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人 第二種金融商品取引業協会、一般社団法人 金融先物取引

業協会、一般社団法人 日本 STO 協会 

商号：マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 165 号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人 第二種金融商品取引業協会、一般社団法人 金融先物取引

業協会、一般社団法人 日本暗号資産取引業協会、一般社団法人 日本投資顧問業協会 

［2023 年 1 月 4 日現在］ 

 


	情報提供資料_堅調な米経済が米銀や米国株を下支えするか_20230322.pdf
	20230104-＜タテ＞委託会社レポート添付用_【ディスクレーマー】_投資信託一般について.pdf

